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当法人は、市民の知る権利の擁護と確立を目指して活動する特定非営利活動法人です。 

 

 国家戦略特区による獣医学部新設に関連し、文部科学省と内閣府の間の協議・打ち合

わせに関する文科省「記録文書」が、その内容のみならず行政文書として存在するか否

かが問題になっています。前川喜平前文部科学事務次官が、文科省で作成された文書で

あると証言しており、これを前提にすれば、文科事務次官に報告された文書を行政文書

に該当しないとする根拠はないと考えます。 

 

 一方で、当法人だけでなく外部から、この「記録文書」が真正でありかつ「行政文書」

であるか否かや、そこに記載されている内容が正しく状況を反映しているか否かについ

て、正確に判断することは困難です。それは二つの理由からです。 

 

一つは、この「記録文書」に限らず、さまざまな方法で得られる文書は、それの真正

性や行政文書性を、外部にいる私たちが自らの力で客観的に証明することはできず、提

供元によって常に否定されうるものだからです。情報公開請求により取得した文書のよ

うに、その真正性が手続を通じて保障されているものでない限り、常にその可能性があ

ると言えます。 

 

二つ目は、文書に記録されている内容が実態や事実を正しく反映したものであるかは、

たとえ情報公開請求により取得した行政文書であっても、別次元の問題だからです。つ

まり、故意かどうかは別にして、どんな文書であっても事実とは異なる内容が記載され

ることは常にあり得ることです。 

 

 今回の問題は、「記録文書」の内容のみならず存在そのものを否定する政府の主張を

信じるか、「記録文書」は存在したとする前文科事務次官の主張を信じるかという、状

況証拠に基づく価値判断のような議論になっており、この状況自体が、情報公開法や公

文書管理法の制度趣旨に反しています。情報公開法も公文書管理法も、誰かの言ってい

ることを信頼する、信用するという主観的な価値判断ではなく、記録や文書という根拠

にもとづき政府がアカウンタビリティを果たし、それにより信頼を獲得していくことを

目的としているからです。 

 



「記録文書」問題で特に留意すべき点は、文科省、内閣府や官邸サイドの内部で、あ

るいは相互間で獣医学部新設についてどのような協議が行われていたのか、という「記

録文書」以外の経緯に関する記録の存在の有無も明らかにされず、そのような事実が確

認できないとの説明が内閣官房長官からなされている点です。 

 

外部にいる私たちは、実際に行政機関内部でどのようなことが行われ、どのような文

書が作成・取得され、行政文書として管理されているかを直接確認することができませ

ん。公文書管理や情報公開請求は、行政機関がそれを誠実に偽りなくできるという信頼

に依存して成立していることに留意する必要があります。「記録文書」問題は、この前

提となる信頼を大きく損ねるものであり、普遍的な問題を含んでいます。 

 

そこで、以下の 5点について意見を述べます。 

 

1 作成日時や作成部局のない行政文書は多数存在する 

2 「機微な交渉」の記録が行政文書として管理されているのかという疑問 

3 政治問題化している中で文科省の調査結果を信頼できる根拠がない 

4 これまでの証言等を前提にすれば「記録文書」は行政文書になる 

5 行政文書の作成・管理に政治的配慮が介在することがあれば、民主制の危機であ

る 

 

【意見】 

1 作成日時や作成部局のない行政文書は多数存在する 

 5 月 17 日午前の記者会見で、菅義偉内閣官房長官は「文書がどういう文書か、その

作成日時だとか、作成部局だとか明確になっていないい。通常、役所の文書ってそうい

う文書じゃないと思う。そんな意味不明なものについて、いちいち政府で答えるような

ことじゃない」と述べたと報道されています（2017年 5月 18日朝日新聞）。 

 

 当法人で情報公開請求により取得している行政文書の多数は、作成日時、作成部局名

が記載されていません。起案文書や公電など一部のものには、起案者、起案年月日、決

裁・供覧者の氏名などが記載されています。しかし、たとえば会議等の議事録や概要を

まとめたものは、会議等が開催された年月日や出席者名などは記載されていますが、文

書として作成された年月日や作成者の氏名、作成部局名などは記載されていないのが通

常です。このような文書は、例えば何の会議か、それをどこの部署が所管しているのか

といった文書の成り立ちや文脈に依存して特定されるものという側面があります。 

 

作成日時や作成部局名が明確ではないと役所の文書ではないという官房長官の主張

は、行政機関内に保管されている多くの行政文書に当てはまることになります。しかし、

通常、これらは行政文書として管理されていなければならないものです。何よりも実際

管理されているからこそ、情報公開請求などを通じて、外部にいる私たちが取得できる



わけです。 

 

 そして、作成年月日や作成部局名などが明らかではない文書は、情報公開請求で請求

した内容、情報提供を受けた時期や相手方などの情報によって、どの段階のどの情報で

あるかという特定をする必要に迫られ、場合によってはそうしたメタデータのようなも

のが失われると、文書の成り立ちや文脈の確認が困難になります。こうした問題を、行

政文書は日常的に抱えていると言えます。 

 

 なお、官房長官の指摘が、作成部局等や作成年月日などを今後、職員が職務上作成・

取得した文書にはすべて記載すべきだ、ということを意味するのであれば、それは歓迎

いたします。一方、官房長官の指摘が、作成部局等や作成年月日などの記載がない文書

は「行政文書」に該当しないということを意味するならば、公文書管理法及び情報公開

法のもとで積み重ねてきた「行政文書」の概念を大幅に狭めることを意味しており、重

大な問題として受け止めなければなりません。 

 

 

2 「機微な交渉」の記録が行政文書として管理されているのかという疑問 

 2017年5月19日の文部科学大臣記者会見後に、文部科学省の義本博司総括審議官が、

「大事な文書とか記録は、職員間で共有することにしている」とする一方で、「通常は

機微な交渉は共有するような文書としては残していない」と述べたと報じられています

（2017年 5月 20日朝日新聞）。 

 

両者は一見矛盾しているようですが、前者の発言では、機微な交渉などの大事な記録

は職員間で共有されているとする一方で、後者の発言では、行政文書としては共有可能

な状態で管理されていないと説明したものと理解できます。そうだとすると、経験則的

には、情報公開請求等で取得できる行政文書の範囲と合致していると言えます。通常、

「総理大臣の意向」のような政治的な機微にかかわる内容を記録した文書や、政治的な

要望・支持を記録した文書は、具体的に特定を試みたとしても、行政文書として特定さ

れることはまれだからです。 

 

このことは、きわめて善意に解釈すれば、そのような政治的な指示や介入がないから

ということになるのかもしれませんが、政策決定や意思決定、事業実施の過程で政治的

要望や指示が一切ないことなど不自然です。そのような前提に立つと、二つの状態が想

定されます。 

 

一つは、もともと機微にかかわる情報は記録を作成して一定範囲で共有したとしても、

行政文書であるか否かがグレーな状態で保持されているということです。つまり、行政

機関内の関係者は記録があることもその内容も知っており、記録も共有しているが、そ

れは事実上のことであって、公文書管理法で義務づけられている管理を行っていない類



の文書が存在していると考えざるを得ません。 

 

 もう一つの想定は、文書を作成した職員が上司や幹部職員に対して内容を口頭で説明

し、意図的に文書そのものは共有しないようにしているということです。「行政文書」

は何らかの記録媒体に残されたものを対象としているので、口頭での説明は形式的には

それに当たらないとして、あえて文書を組織的に共用しない状態に置き、行政文書に該

当しないという運用を行っていることが強く疑われます。 

 

いずれの想定も、組織内で文書の内容そのものが報告され、共用されているのであれ

ば、文書そのものを共用したのと同じ効果があるため、行政文書として取り扱われなけ

れば、公文書管理法及び情報公開法の趣旨を著しく損なうことになります。 

 

政治的要望や指示などは、時には新たな政策決定や政策変更を促す前向きなものとな

る一方で、透明性や説明責任が欠けた行政体制では、個別利益を代弁・達成するものに

なり、腐敗や利権を生む土壌となります。そのため、適正な行政運営を維持し促すもの

として、公文書管理法や情報公開法が必要とされています。 

 

これを前提にするならば、機微な交渉の記録などの作成と行政文書として保管するこ

とは、本来は極めて重要な優先度の高い業務です。また、政治の側は、こうした行政の

側に対する要望や指示は良しにつけ悪しきにつけ、記録されて行政文書として管理され、

情報公開の対象となることを自らの責任として当然認めなければなりません。 

 

文科省「記録文書」問題には、機微な記録を作り行政文書として管理してているのか

という行政側の問題と、政治的な要望や指示が記録されることを当然の自らの責任とし

て引き受けているのかという政治側の問題がそれぞれ存在することに留意すべきです。 

 

 

3 政治問題化している中で文科省の調査結果を信頼できる根拠がない 

 2017年 5月 19日に、文部科学省は「記録文書」が行政文書としての存在が確認でき

なかったと発表しました。同日の調査結果発表前の文科大臣会見では、調査内容は、「関

係者に対するヒアリングを行い、ヒアリング項目は民進党から提示をされた文書に関し

作成したことがあるか、共有したことがあるかなどであり」、ヒアリング対象は高等教

育局長、高等教育局担当の大臣官房審議官、専門教育課長、専門教育課企画官、専門教

育課課長補佐、行政改革推進室長、室長補佐であるとされました。 

 

 同 23 日の文科大臣会見では、調査について「8 件の民進党の調査チームの方から提

示をされた文書に関する存否を、行政文書の中において確認するというのが調査目的で

ございます。これは担当部署の共有文書の紙媒体、電子ファイルを照らし合わせて、そ

の存在が無かったと。そして、作成の可能性がある担当部局 7人のヒアリングをさせて



いただいて、作成共有の記憶がないということでございますから、新たな事実が起こっ

て来ない限りは、当初の調査目的は達成したと考えております」と説明がされています。 

 

さらに、同 25 日の参議院文教科学委員会で文部科学大臣が「通常、個人のメモや備

忘録などを調査することはない。今回は総合的な判断でヒアリングをして、作成や共有

は確認できなかった」と答弁したと報じられています（2017年 5月 25日朝日新聞）。 

 

 文科省総括審議官が、大事な文書は共有することにしているが、機微な交渉等の記録

については共有するような文書として残していないと述べていたことを踏まえれば、

「記録文書」は作成されていても、行政文書か否かが極めてグレーな形態で保存されて

いたことがうかがわれます。加えて、獣医学部新設が政治問題化している中で、文科省

内でのヒアリングと共用場所に置かれている行政文書のみを対象として「記録文書」の

存否を判断すること自体、自己矛盾をはらんでいます。 

 

 一つは、ヒアリングでは作成共有の「記憶がない」と各職員が回答したとされており、

作成共有されていなかった、行政文書として過去に存在したことがないと明示的に述べ

ているわけではないことです。文科省自身が政治問題の一方の当事者になっている中で、

「記録文書」の存否について調査して、真実を引き出せるといえる根拠や合理性がある

とはとても言えません。文科省がいくら調査をしても、その結果を信頼する根拠は見出

せません。 

 

 二つ目は、公文書管理法によって行政文書は法に基づき管理をしなければならなくな

りましたが、一方で、情報公開法の下では「行政文書」の定義に該当するか否かは争う

ことができるようになっています。そこで、仮に行政文書として形式的には管理されて

いなくても、文書の利用実態から該当する可能性があるものも含めて情報公開請求者は

探索を求めることはありますし、時には定義に該当しないことを理由として「文書不存

在」とされるケースもあります。言い換えると、公文書管理法に規定する管理を行って

いないものは、行政文書に該当しないと排除する仕組みになっているのではなく、最終

的に行政文書に該当するか否かは、司法が判断するという仕組みになっているというこ

とです。 

 

 そのため、共有場所に保存されているものが一義的には見える行政文書ではあります

が、行政文書はそれだけには限定されないと解釈しなければなりません。「記録文書」

については、前述のとおりグレーな行政文書として管理実態はあることが想定されると

ころであり、探索範囲を共有場所だけに限定したことには問題があることは明らかです。 

 

 以上のことから、文科省が行った調査を信頼する根拠に欠けており、これは文科省自

身に調査を委ねた結果であると言えます。少なくとも、中立的、独立的な立場からの調

査、ヒアリングの実施が必要です。 

 



4 これまでの証言等を前提にすれば「記録文書」は行政文書になる 

 前川喜平前文科事務次官は、「獣医学部の新設について、自分が昨年秋に、担当の専

門教育課から説明を受けた際、示された」と述べたとされています（2017年 5月 24日

朝日新聞）。この説明の通りだとすると、「記録文書」は単なる個人的なメモではなく、

上司に報告するために作成された文書です。 

 

「行政文書」は情報公開法で定義され、公文書管理法は同じ定義を採用しています。

この定義では、①職員が職務上作成・取得していること、②何らかの記録媒体に記録さ

れていること、③職員が組織的に用いるものであること、④行政機関が保有しているこ

と、の 4要件で行政文書の該当性が判断されます。個人的な職務上の便宜のために作成

して組織としての利用を予定していないものは、組織的に用いるものには該当しないな

どとされていますが、上司に報告するために作成し提示したものは、利用の状況からし

て行政文書というほかありません。利用状況からは行政文書であるにもかかわらず、意

図的に共有場所に保管していなかったのであれば、行政文書隠しの批判を免れません。 

 

仮に「記録文書」が職員個人のパソコンなど共用場所以外に保存されていた場合であ

っても、それは行政機関としての管理権限の及ぶ範囲です。庁舎内で貸与されているパ

ソコンに文書が保存されていれば、実質的には物理的支配を行政機関が行っていると言

えます。公文書管理法の規定に基づいて管理されていなかったとしても、行政文書に該

当すると判断されなければなりませんし、管理を開始しなければなりません。 

 

 また、政府の方針として「記録文書」について共用場所以外探索する必要がないとす

ることは、言い換えると、情報公開請求に対しても、共用場所以外には請求対象情報が

存在しないという方針を政府が持っていることを示しています。 

 しかし、そもそも行政文書は、公文書管理法に基づき管理されている必要があります

が、一方でその定義は文書の利用実態などを踏まえて判断され、最終的には司法判断に

委ねられています。請求対象情報の有無は行政文書として管理されているもの以外にも

可能な範囲で探索がされなければなりません。なぜなら、請求後に対象情報であるにも

かかわらず、行政文書ではないことを理由に廃棄・削除をしたとなれば、情報隠しの批

判を免れず、かつ不服申立て、訴訟の機会を奪うことになり、情報公開法のみならず救

済制度の趣旨を没却させることになるからです。 

 

 文科省が調査の範囲を限定していることは、かえって制度の枠組みへの信頼をおとし

めるだけであり、普遍的としてより深刻な問題を引き起こすことになります。前述のと

おり、適切な調査等を行うべきです。 

 

 

5 行政文書の作成・管理に政治的配慮が介在することがあれば、民主制の危機である 

 前述のとおり、協議等の当事者である文科省、内閣府、官邸サイドの内部、あるいは



相互間の協議の記録として現時点で各所がどのようなものを保有しているのか、存在す

るならそれがどのような内容であるのかが明らかではありません。何の協議もしていな

いことは考えられず、そうであるならば何らか記録がなければなりません。 

 

 「記録文書」問題はその内容から政治問題化していますが、この間の動向からは、ど

のような記録が残されるかについて、政治的な介入や取捨選択が行われていることが強

く疑われる状況であると言えます。その構造上、政治が行政に対して要望等を通じて影

響を及ぼすことは避けられず、日常的に行われていることです。政治が影響を一切及ぼ

してはならないということではなく、その影響力が不当・不正・違法なものであっては

ならないし、政治はそうした影響力の行使に対して責任を引き受ける必要があります。

だからこそ、正しくその内容、状況が記録され残され、情報公開される可能性があるこ

とを前提にしなければならないという条件が必要になります。 

 

 こうした条件が、公文書管理法や情報公開法によって整えられてきたと言えます。そ

して、記録された内容を私たちが十分に知ることによって、選挙やそのほかの参加手段・

手法によって政権や政策を選択することができ、政治の正当性が確保されることになり

ます。しかし、政治の影響を記録し保管することに対して政治的取捨選択が介在すると、

時の権力によって都合よく経緯や歴史が残されることになります。このことが、政治の

正当性をおとしめ、政府や行政に対する不信感を増幅させる原因になることは、容易に

想定されるところです。 

 

 今問われているのは、「記録文書」の存否やその内容が事実であるか否かだけでなく、

仮にそのような政治的影響力の行使があった場合に、行政がそれをありのままに記録す

ることを肯定できるかどうかです。そのことが政権中枢から表明されるべきと考えます。 

 

以上 
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